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こちらに対して、 r2審の裁判官は 1審の裁判官と意見が違います。そこで 1
億9000万円のうち 1億円を払いませんか。Jと持ち出し、その理由を聞いても
説明しない。こういう裁判官の和解の態度で、私たちは強い圧迫を感じた。と
いうのは、もし控訴審で負けるとすると、この社長は責任上会社にいられなく
なり、会社は重大な経済的危機に陥るという事情にあった。そこでさんざん考
えたうで、やむなく 8000万円を払って和解した。
こういう事案は、もし仲裁制度が行われていて、仲裁にかけられていれば、
もっと具体的にお互いの立場を理解しあったうえで、連帯保証のハンコ代とし
て1000万円程度払えば済んだ、事件だと思う o
世の裁判というものは、今の例のような、 100点か O点かを簡単に判断した
り、和解についても真実を具体的に追究せずに、法律に事実を当てはめる形で
構成要件該当性だけで判断するケースが多い。これは日本の裁判におけるリア
リズムの無さを示している。
もう一つ、リアリズムの無い例を挙げておく。
日本の田舎で看護婦さんが結婚し、勤めをしながら家計を維持するため最大
の努力をし、夫婦仲も円満であったところ、夫が請負業を始めたことから旅館
の女将と不倫に陥り、その不倫の現場を相手の夫に発見されて、その女が子供
2人と共に家から叩き出されるということがあった D 責任を感じた夫は、逆に
その不倫の女を我が家に引き入れようとして、こちらの本妻を暴力をふるって
3週間の怪我を負わせて叩き出したうえ、不倫の女とその子供を家に引き入れ
た、というケースである。それについてこちら側で相談した弁護士は、不倫の
相手に対し、夫への離婚訴訟とともに不法行為として訴訟を起こせば、慰謝料
が高いので相手の女が手を引くであろうと判断した。若い弁護士がそのことを
本人に提案した結果、裁判への理解の無い妻は何もわからずにそれに同調し
て、不倫の女と夫に対して訴訟を起こしたところ、離婚を前提とする訴訟だか
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ら、たちまち相手は喜んで、離婚に応じて、金銭上の解決をしようという和解に
もちこんだ。妻は金銭で離婚する気は全くないので、訴えを取り下げたとこ
ろ、逆に先方から訴えられ、訴えを受けた裁判所は、一度妻から離婚訴訟を起
こしたという事実をとらえて、 2人の聞は破綻していたということで、離婚を
認めた。それについて私のところへ控訴審を頼んできたので、私の方は、結婚
以来の事情をつぶさに本人の陳述等で立証したうえで、夫婦聞にはまったく破
綻の事実はなく、夫が浮気していた間も性的関係をもち、妻は夫の多少の浮気
くらいで'陪気を起こしてはいけないという気持ちで辛抱していたのであるから
夫婦問には「破綻」はないという事実を徹底的に立証した結果、 2審の裁判長
は証拠調べのすぐ後に和解を勧告し、担当の若い裁判官は金銭上の解決を勧告
したが、こちらが断って、結論としては、夫は離婚請求を取り下げる、ただ不
貞の相手を子供連れで家庭に入れているので、これを追い出すことは事実上不
可能で、あることを前提に、やむをえず夫との別居は承知する、ただし別居用の
家の購入のため、 1300万円を慰謝料として出させることにした。こちらには 2
人子供がいるので、その子供たちをこちらへ引き取り、同居することもできる
ようにするという趣旨で、家を一軒買うだけの金を出させて和解したのである。
それで事件は終っていたところ、再び13年後に同じ夫の代理人から離婚請求
があった。その離婚理由として、最高裁の破綻主義による離婚容認の判決を引
用した。この最高裁判決は、離婚の要件として、子供が幼くないこと、また妻
が経済力があること、及び社会的に苛酷と思われる事情がないこと、この3つ
の要件を満たせば離婚を認めるというものであるo 夫の側は、本件では、 13年
経って子供も一人前になり、妻も生活力があることを理由に、この最高裁判決
を引用して裁判を再度起こしてきたわけだが、こちらについた弁護士が極めて
誠実で、私もそれに協力して十分な主張をした結果、一審の裁判官は離婚請求
を棄却した。控訴審になって、私にも代理人になることを求めてきたので私も
加わった。控訴審の第1回でただちに結審のうえ、裁判長が、もし離婚したけ
れば相当な条件の用意をしなければだめだとわざわざ念押しをして、結審後の
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和解勧告をした。
この事案の最初の第一審における処理は、日本の裁判官および弁護士がいか
に事実を丁寧にみるということをしないかの適例である。また、特にこのよう
な間違った第一審の離婚認容判決のために、妻は13年間に渡って苦しみを背負
い続けたということについては、日本の司法制度関係者としては、特別に深い
反省をしなければならないという事案であるO
次に、神戸のA少年事件。この少年は最近釈放されたことを伝えられている
が、例の酒鬼蓄額という名で、校庭の門に首をのせたという事件であるo
この事件では、父親が1億400万円の損害賠償訴訟を起こしたところ、裁判
所は最初和解勧告をして、 2回目に被告代理人が出てこないと、和解は不成立
とみて、ただちに 1億400万円認容の判決を書いた。しかし、このような事件
は損害賠償で終るものではなく、原告の被害者の父親は事案の真相を知りたく
て裁判を出した、と述べている。裁判所は、この場合、まさに問われるべきも
のは現代文明だという認識のもとに、事件の真相を解明したうえで、和解をな
んとかまとめるための努力をすべきにも関わらず、一切それらをしなかった。
これは裁判所の職責をまったく怠っているとしか言いようがない。
これに類似の事件として、ちょうどこの事件の20年前、いわゆる「隣人訴
訟」として1983年2月に津地裁が判決した事件があるo この事件も、預けた子
供がちょっとした隙に溺死したということをとらえて、被害者側が2800余万円
の訴訟を起こし、裁判所は 5年間放置したうえで、 526万円余を支払えという
判決を書き、これに対して世論は、子供を預った人に対して、そのような被害
者からの請求をするのは間違っているということで、多数の批判文書が寄せら
れ、当時世間を騒がせた。これについては、竜寄喜助弁護士が「裁判をめぐる
市民と弁護士J(1983年9月1日 判例タイムズNo.500)で詳細な分析と批判を
している。これは今読んでもその通りの立派な解説だが、このような解説、世
論があったにもかかわらず、 20年後に神戸地裁は同じような判決を書いた。要
するに裁判所は判決製造機的な役割しかしていないという、この日本の司法の
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現状について、本当の意味で司法関係者は反省しなければならないと思う o
もう 1つ、新しくできた仲裁法付則3条のことを付けて加えておく o
仲裁法は平成15年に法律第138号として公布されたものであるが、その附則
第3条は、消費者と事業者との聞に成立した事前の仲裁合意に関する特例とし
て、消費者はあらかじめの仲裁合意は解除できると規定している。私はこの問
題を批判するために、朝日新聞平成14年12月5日朝刊に「私の視点」を書い
た。要するに、私が29年間にわたって中央建設工事紛争審査会で扱った多数の
請負契約事件では、弱い請負会社が強い施主個人のために、家が完成しても代
金を払ってもらえず、困らされているというようなケースがあった。ところ
が、一般的に消費者は弱く、事業家は強く、そして事業家は自分の好きな仲裁
機関を作って自分に有利な仲裁をやるかもしれないという前提で、消費者・事
業者間の事前の仲裁合意は無効とするという説が消費者運動の側から出され
た。むしろ、こういう問題は消費者契約法の条文 4条・ 10条で解決するべき
で、手続法である「仲裁法jの中に契約の有効無効についての実体上の規定を
設けることは反対である、という意見を第二東京弁護士会仲裁センターや中央
建設工事紛争審査会多数説も出した。立案者の司法制度改革推進本部は、無効
説を抑える意味で取消説に変えて仲裁法付則3条として、但し、「当分の間J
という条件つきで成立させたという事情がある。
こういう立法の経過、それから日本の消費者運動はきわめて観念的かつドグ
マ的であって、紛争の実情をみない議論が日本の立法および司法に悪影響を与
えていることを深く反省すべきだと考える。
5 おわりに
私がプラハに行って、あのプラハの人たちの徽密で辛抱強く充実した抵抗ぶ、り
を見たうえで、顧みて、日本の司法関係者の 1人として、そのような地道な事実
を大切にする紛争処理をしなければならない、と心に誓いなおしたわけである。
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